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1 朝日町
対談項目１
防災力の強化につい
て

南海・東南海地震による津波発生時に
は、ＪＲの線路から西に逃げるという想定
をしており、また川越町からは朝日町の避
難人数の倍近く7,400人ほどの避難が予想さ
れている。
初動の時点から広域連携の対応が予想さ

れる事態が起きるだろうとみており、町で
も逐次物資等を含めて備蓄を始めてきてい
るが、広域的な支援の分まで現時点ではな
かなか手が回らないということがある。し
たがって、そういう場合の特に物資等の確
保の問題が一つある。現実の問題として場
所の問題もあり、県とのすり合わせをやら
せていただきたい。同時に、避難してくる
方々の対応をしなければならないという面
では、行動のマニュアル、物資との関係も
あり、連携した形での計画を立てていかな
ければならないと思うので、この点につい
ても県の方向性、具体的な対応の仕方をお
聞きしたい。
今後具体的に詰めていく形の中で、物資

の中でも特に食糧部分については、どれだ
けの部分がそれぞれの市町でパーセントと
して必要なのか、広域的にはどれくらい保
管部分として確保するのか、そういう点を
合わせてすり合わせをお願いしたい。

広域避難については、海抜ゼロメートル
地帯を有する桑名・木曽岬あたりの検討項
目をしっかり検討したうえで、それを順次
他の地域へも展開していこうと考えている
ところである。
施設整備についても、広域避難をするに

あたってどういう施設の整備が必要なのか
「ゼロメートル地帯対策協議会」での結論
も受けて、国にも財政支援の提言をしなが
ら、県や市町の費用分担であるとか、そう
いう設計をさせていただければと思ってい
る。
物資の面については、市町の担当の皆さ

んで「県と市町における災害時広域支援体
制構築連携会議」で物資の確保について議
論をしている。特に流通業者等も入っても
らいながら物資の確保の仕組みについて検
討している。また、平成29年度完成に向け
て北勢広域防災拠点にも準備する予定であ
り、そこも視野に入れた形で連携会議で議
論をさせていただいているので、よく町の
皆さんのお話を伺いながら進めていきた
い。
行動の面においては、新地震・津波対策

行動計画をふまえた形で一定のルール作り
を進めているが、地形条件や想定避難者数
など具体的な検討項目もあるので、完成す
るのは来年度ぐらいになってしまうかと思
うが、具体的に詰めながら行動面について
活動要領の作成にもつなげていきたい。
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